
議 会 運 営 委 員 会 

令和6年 12月 5日（木） 

個人一般質問終了後 

開議   時   分 

閉議   時   分 

全員協議会室 

 

出席者 

〔委 員〕柳楽委員長、永見副委員長、 

肥後委員、村木委員、大谷委員、三浦委員、村武委員、川上委員、芦谷委員 

〔議長団〕笹田議長、川神副議長 

〔委員外議員〕 

〔執行部〕山根総務部長、末岡総務課長、小林財政課長、森井総務管理係長 

〔事務局〕下間局長、松井次長、大下庶務係長 

 

議 題 

1 令和6年 12月浜田市議会定例会議について 

⑴ 追加付議事件及び付託案について                             資料1-1、1-2 

⑵ その他 

 

2 ぎかいポストに寄せられた意見等への対応について         資料 2-1、2-2 

 

3 浜田市議会会議規則及び浜田市議会委員会条例における欠席事由の運用に係る 

申し合わせ事項について                          資料 3-1、3-2 

 

4 その他  
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令和 6 年 12 月浜田市議会定例会議 付議事件（追加分） 

 

議案等（8 件） 

〔条例関係 3 件、補正予算 5 件〕 

  

議案第 78 号 浜田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例等の一部

を改正する条例について 

議案第 79 号 浜田市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の

一部を改正する条例について 

議案第 80 号 浜田市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案第 81 号 令和 6 年度浜田市一般会計補正予算(第 6 号) 

議案第 82 号 令和 6 年度浜田市国民健康保険特別会計補正予算(第 2 号) 

議案第 83 号 令和 6年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正予算(第 1号) 

議案第 84 号 令和 6 年度浜田市水道事業会計補正予算(第 2 号) 

議案第 85 号 令和 6 年度浜田市下水道事業会計補正予算(第 2 号) 

 

報告（1 件） 

報告第 24 号 専決処分の報告について(事故の損害賠償の額の決定) 
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令和6年12月浜田市議会定例会議 追加付託先等一覧（案） 

 

【市長提出議案の付託件数内訳】 

総務文教委員会 3件、予算決算委員会 5件 

市長提出議案等（議案8件） 

議案等番号 件 名 付託先等 

議案第78号 
浜田市一般職の任期付職員の採用等に関する条例

等の一部を改正する条例について 
総務文教委員会 

議案第79号 
浜田市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例の一部を改正する条例について 
〃 

議案第80号 
浜田市長等の給与に関する条例の一部を改正する

条例について 
〃 

議案第81号 令和6年度浜田市一般会計補正予算(第6号) 予算決算委員会 

議案第82号 
令和6年度浜田市国民健康保険特別会計補正予算

(第2号) 
〃 

議案第83号 
令和6年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正予算 

(第1号) 
〃 

議案第84号 令和6年度浜田市水道事業会計補正予算(第2号) 〃 

議案第85号 令和6年度浜田市下水道事業会計補正予算(第2号) 〃 

 

市長報告事件（1件） 

報告等番号 件 名 

報告第24号 専決処分の報告について(事故の損害賠償の額の決定) 

 





ぎかいポストに寄せられた意見等対応報告 

議会運営委員会 
意見 対応経過及び結果 

議員さんのお金をアップさせて下さい  

 



ぎかいポストに寄せられた意見等対応報告 

 

 

 

議会運営委員会 
意見 対応経過及び結果 

議員さんのお金をアップさせて下さい 

 

ご意見ありがとうございます。  

議員報酬につきましては、市長の諮問

機関である 「浜田市特別職報酬等審議

会」 において審議することとなってお

ります。  

なお、今年度からは審議会の答申によ

り、これまで年間 10 万円だった政務活

動費を 24 万円に増額し、これにより、

さらに各議員が調査・研究活動に積極

的に取組み、政策提案等に活用してい

るところです。 

引き続き、議会や議員の活動の見える

化に努め、活動してまいります。 

 

 

 

 

 

 

正副委員長回答案 



ぎかいポストに寄せられた意見等対応報告 

 

 

 

議会運営委員会 
意見 対応経過及び結果 

議員は大変です。報酬アップしてあげてください。 

労いのお言葉をありがとうございます。浜田市議会基本条例第 24 条に

「議員報酬の改正に当たっては、行財政改革の視点のほか、市政の現状

及び問題、将来の予測及び展望等を考慮するものとする。」と定め、こ

のような視点を持って検討することとしております。また、市長の諮問

機関である「浜田市特別職報酬等審議会」において審議することとなっ

ています。 

 
                       

 
 
 
 

（参考）  令和 5 年 9 月 1 日発行（VOL.70）で出た意見の対応 



 

浜田市議会会議規則及び浜田市議会委員会条例における欠席事由の運用に係る 

申し合わせ事項について 

 

令和3年2月：女性をはじめとする多様な人材の市議会への参画を促進する環境整 

備を図る観点から、欠席事由や出産に伴う欠席期間の範囲の明文化 

等について標準会議規則が改正 

 

令和3年3月：浜田市議会においては、下記のとおり改正済み 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆浜田市議会会議規則 

第２条 議員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他

のやむを得ない事由のため欠席、遅刻又は早退するときは、その理由を

付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。ただし、

やむを得ない事情により届出ができない場合には、その事情がなくなっ

た後、速やかに議長に届け出るものとする。 

２ 議員は、出産のため欠席するときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠

の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過す

る日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ議長

に届け出ることができる。 

 

◆浜田市議会委員会条例 

（欠席、遅刻又は早退の届出） 

第14条 委員は、公務、疾病、育児、看護、介護、配偶者の出産補助その他

のやむを得ない事由のため欠席し、遅刻し、又は早退するときは、その

理由を付け、当日の開議時刻までに委員長に届け出なければならない。

ただし、やむを得ない事情により届出ができない揚合には、その事情が

なくなった後、速やかに委員長に届け出るものとする。 

２ 委員は、出産のため欠席するときは、出産予定日の６週間（多胎妊娠

の場合にあっては、14 週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過す

る日までの範囲内において、その期間を明らかにして、あらかじめ委員

長に届け出ることができる。  

資料 3-1 



全議Ｍ１第１０号 

令和３年２月１２日 

市 議 会 議 長 各位 

全 国 市 議 会 議 長 会 

会長 野 尻 哲 雄 

 

標準市議会会議規則の一部改正について 

 

 去る２月３日に書面開催いたしました第２２２回理事会・第１１１回評議員会合同会

議においてご了承いただきました標準市議会会議規則の一部改正について、別添のとお

り通知いたします。 

 今回の改正は、女性をはじめとする多様な人材の市議会への参画を促進する環境整備

を図る観点から、住民が議員として活動するに当たっての制約要因の解消に資するため、

本会議や委員会への欠席事由として育児、看護、介護等を明文化するとともに、出産に

ついて産前・産後期間にも配慮した規定の整備を図ったほか、行政手続等において原則

として押印を廃止する政府の政策動向を踏まえ、市議会に対する請願に係る署名押印の

見直しを行ったものです。 

各市議会におかれましては、改正の趣旨をご理解の上、早期の市議会会議規則の改正

について適切にご配慮いただきますようお願い申し上げます。 

 また、今回の欠席事由に係る改正は、平成２７年の改正により本会議及び委員会の欠

席事由として「出産」が明文化されたこと等を踏まえて行われたものであることに鑑み、

会議規則において「出産」を欠席事由として明文化されていない市議会におかれまして

は、今回の標準市議会会議規則の改正を機に、その明文化について改めてご検討いただ

きますようお願い申し上げます。 

 なお、欠席事由に係る会議規則の改正に止まらず、議員活動と家庭生活との両立支援

など住民が議員活動をしやすい環境づくりは、女性をはじめ多様な人材の市議会への参

画を促す環境整備の一環として重要なことだと存じます。 

いくつかの市議会では、女性模擬議会の開催やハラスメント防止研修などに取り組ま

れているところですが、各市議会におかれましては、それぞれの市の実情を踏まえ、男

女を問わず議員活動をしやすい環境づくりへの取組について、適切な配慮をいただきま

すようお願い申し上げます。 

 本会といたしましても、引き続き、このような取組に対する地方財政措置の拡充を要

望して参ります。 

 

全国市議会議長会 

企画議事部 本橋・篠田・内田 

ＴＥＬ：０３－３２６２－２３０３ 

ＦＡＸ：０３－３２６３－５７５１ 



標準市議会会議規則の改正について（欠席の届出関係） 

 

改正の理由 

 令和２年１２月２５日、「第５次男女共同参画基本計画」が閣議決定され、地方議会議員

の本会議や委員会への欠席事由として標準会議規則において明文化されている出産につい

て、産前・産後の期間にも配慮した規定とするよう、政府から本会はじめ三議長会に要請す

ることとされた。併せて、育児や介護等についても、欠席事由として同規則への明文化を要

請することとされた。１２月２３日には、担当大臣はじめ政府与党から本会の会長に要請が

なされた。 

それ以前にも、「第３２次地方制度調査会の答申（令和２年６月）や「地方議会・議員の

あり方に関する研究会報告書」（令和２年９月）において、女性をはじめとする多様な住民

が議員として活動するに当たっての制約要因の解消に資するため、標準会議規則に出産、育

児、介護等を明文化すべきとの指摘がなされていたところである。 

本会ではこれまでも、女性をはじめ多様な人材の市議会への参画を促進することが議員の

なり手の確保にもつながるとの観点から、政府において必要な環境整備等を図ることを求め

てきた経緯がある。基本計画の記載は、本会要望の趣旨と軌を一にするものであり、政府与

党からの要請を受け止め、これに沿った対応を図ることが適当である。 

このような基本的考え方に立って、標準市議会会議規則第２条及び第９１条を以下のとお

り改正する。 

 

新 旧 

（欠席の届出） 

第２条 議員は、公務、疾病、育児、看護、

介護、配偶者の出産補助その他のやむを

得ない事由のため出席できないときは、

その理由を付け、当日の開議時刻までに

議長に届け出なければならない。 

２ 議員は、出産のため出席できないとき

は、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合

にあっては、１４週間）前の日から当該出

産の日後８週間を経過する日までの範囲

内において、その期間を明らかにして、あ

らかじめ議長に欠席届を提出することが

できる。 

（欠席の届出） 

第９１条 委員は、公務、疾病、育児、看護、

介護、配偶者の出産補助その他のやむを

得ない事由のため出席できないときは、

その理由を付け、当日の開議時刻までに

委員長に届け出なければならない。 

２ 委員は、出産のため出席できないとき

は、出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合

にあっては、１４週間）前の日から当該出

産の日後８週間を経過する日までの範囲

内において、その期間を明らかにして、あ

らかじめ委員長に欠席届を提出すること

ができる。 

（欠席の届出） 

第２条 議員は、事故のため出席できない

ときは、その理由を付け、当日の開議時刻

までに議長に届け出なければならない。 

２ 議員は、出産のため出席できないとき

は、日数を定めて、あらかじめ議長に欠席

届を提出することができる。 

（欠席の届出） 

第９１条 委員は、事故のため出席できな

いときは、その理由を付け、当日の開議時

刻までに委員長に届け出なければならな

い。 

２ 委員は、出産のため出席できないとき

は、日数を定めて、あらかじめ委員長に欠

席届を提出することができる。 
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改正の考え方について 

１． 女性をはじめ多様な人材の市議会への参画を促進する環境整備の一環として、議員と

して活動するに当たっての制約要因の解消に資するため、すでに規定されている「出産」

に加え、「育児」「看護」「介護」及び「配偶者の出産補助」を具体的に例示として明文

化するものである。 

   「看護」「介護」等については、高齢化と世帯の縮小が進む中、男女、年齢を問わず

必要となる事由と考える。 

出産については、医学的な知見を踏まえ、出産に伴う欠席期間の範囲を明文化するこ

とが適当と考えられ＊、この点において他の欠席事由とは異なる事情を有することに鑑

み、これまで通り第２項に規定することとする。 

   

  ＊産前産後の期間における母体の健康維持・回復に必要な期間について、配慮する必要。

（厚生省「母性保護に係る専門家会議報告書」（平成８年１０月）参照） 

 

なお、「配偶者の出産補助」については、「看護」「介護」に準じる事由と理解できる

こと、加えて、令和２年１２月１５日閣議決定の「全世代型社会保障の方針」において、

妻の出産直後の育児休業の取得を促進する新たな枠組みを導入するとされ、令和３年の

通常国会に必要な法案の提出を図るとされていることなどを踏まえたものである。 

 

２． 上記の改正に併せて、規定の整備を行う。現行標準会議規則では、「出産」以外の具

体の欠席事由を明文化せず、本会議や委員会に出席できない事由を一括して「事故」と

総称してきたが、法令上の「事故」＊概念と一般社会における「事故」概念に隔たりが

あり、「事故」という言葉の使用に違和感があるという意見も多い。 

このため、参議院規則や他の議長会の標準会議規則との整合性にも配慮しつつ一般的

に欠席がやむを得ないと想定し得る代表的な事由として、「公務」「疾病」を例示すると

ともに、「事故」を「その他のやむを得ない事由」に改める。 

 

＊使用例として、地方自治法第１０６条では、議長の職務遂行が困難な事由を「事故」

としている。 

 

参考 標準都道府県議会会議規則（令和３年１月２７日改正） 

第２条 議員は、公務、疾病、出産、育児、介護その他のやむを得ない事由のため出席でき

ないときは、その理由を付け、当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、議員が出産のため出席できないときは、当該出産の予定日の

６週間（多胎妊娠の場合にあつては、１４週間）前の日から当該出産の予定日（議員が出

産したときは、当該出産の日）後８週間を経過する日までの範囲内で、出席できない期間

を明らかにして、あらかじめ議長に届け出ることができる。 

 

参考 衆議院規則 

第１８５条 議員が事故のため出席できなかったときは、その理由を附し欠席届を議長に提

出しなければならない。 

２ 議員が出産のため議院に出席できないときは、日数を定めて、あらかじめ議長に提出す

ることができる。 

 

参考 参議院規則 

第１８７条 第１項 略 

２ 公務、疾病、出産その他一時的な事故によって議院に出席することができないときは、

その理由を記した欠席届を議長に提出しなければならない。 
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改正後の運用等について 

１． 欠席事由等について 

（１）「公務」については、議会の開会中、会議を欠席しても、議員派遣（地方自治法第１

００条第１３項）や委員派遣（標準市議会会議規則第１０６条）、広域連合や一部事務

組合の議会への出席、議会代表としての正副議長による会議等への出席などが必要とさ

れる事態を想定している。 

具体的にどのような事態がこれに該当するかについては、本会議や委員会より優先せ

ざるを得ない状況か否かを事案ごとに判断することになる。 

   なお、議員派遣・委員派遣の議決により欠席届の提出を不要と解せるため、「公務」

を加えることは必要ないという意見もあったが、議員派遣・委員派遣の手続と欠席届の

手続は別目的のものであること、参議院規則でも議員派遣・委員派遣を含む「公務」を

欠席事由として設けており、規則上、「公務」による欠席届を提出しなければならない

とされていることから定めたものである。 

 

（２）「疾病」については、病気による欠席のほか、怪我による欠席も含まれると解してい

る。なお、同様の規定を設けている参議院規則においては、怪我の場合も疾病としての

欠席届を受理する解釈・運用がなされている。 

 

（３）「育児」「看護」「介護」については、主として議員の家族に対する「育児」「看護」「介

護」の必要性が生じた場合を想定しているが、家族関係や居住形態の多様化により、地

域ごとにその考えが異なる場合も予想されるため、必ずしも家族だけに限定せず、その

範囲は地域の実情を踏まえて判断することが適当である。 

実際に欠席届があった場合、その欠席事由がやむを得ないものとして議員の会議出席

義務に優先するものか、各地方公共団体の職員に対する規則なども参考に、具体の事例

に即して、個別に判断されることになる。 

 

（４）「疾病」「育児」「看護」「介護」を通じて、それぞれを欠席事由とする場合の欠席日数

についても、対象者の状態により異なるため、それぞれの事由に対する欠席期間を一律

に提示することが困難である。 

事由が生じた都度、議長等が既定の手続に従い、その欠席日数がやむを得ないものと

して議員の会議出席義務に優先して必要とされるか、具体の事例に即して個別に判断さ

れることになる。この点については、（３）と同様である。 

 

（５）「配偶者の出産補助」については、議員の配偶者が出産する際の入退院、出産等の付

添などにより欠席する場合を想定している。 

 

（６）「その他のやむを得ない事由」については、上記の事由以外で欠席する場合であるが、

どのような事由が「やむを得ない事由」に該当するかは、過去の市議会における事例な

どを参考に、各市議会が個別に判断することになる。 

なお、今回の改正は、女性はじめ多様な人材の議会への参画を促す環境整備の観点か

ら行ったものであり、「忌引き」や「災害」は例示として挙げていないが、各市の実状

に応じてこれらを例示として規定することは差し支えないものと考える。 

 

（７）欠席に関する届出の方法や書類（ex 医師の診断書など）添付の必要性、「育児」「看護」

「介護」を欠席事由とする場合の対象者や欠席期間についての考え方など、欠席に関す

る具体的な手続において必要となる事項については、これらに関係する法律（育児・介

護休業法）や各地方公共団体の職員に対する規則などを参考に、各市議会において要綱

や規程の制定で対応することが考えられる。 

-3-



また、欠席届の提出時期については、出産については、予定日があらかじめ判明する

ことから、「あらかじめ」と規定したものであるが、その他の事由についても事由の内

容や状況により、あらかじめ判明する場合もあることから、「あらかじめ」という規定

がないことをもって事前の提出ができないとする趣旨ではない。従来からの運用に基づ

いて対応することになる。 

 

２． 産前産後の欠席期間の運用について 

   会議規則第２条第２項の規定は、出産を予定している女性議員が、出産のために欠席

するとき、産前６週、産後８週を欠席期間の上限として設けたものであるので、本人の

意思によりこの期間未満の範囲を定めて欠席することも可能と解する。 

 また、議員の住民代表としての職責を考慮し、議員の意思による産前産後の会議への

出席を可能とするため、産前産後の期間を連続して取得する場合だけではなく、分割し

て取得することも可能と解する。 

 産前６週産後８週の欠席期間については、医学的な知見を踏まえ、母体の健康維持・

回復に必要な期間として設けたものである。 

具体的な運用については、例えば、出産が予定日より遅れ、産前の欠席期間の６週間

を超えた場合は、再度、欠席届を提出し当該超えた期間についても産前休暇として扱う

ことができると考える。しかし、出産が予定日より早く、例えば５週間で出産した場合、

残りの１週間を産後の８週間に繰り越す（合計で産後９週間）ことはできないと考える。 

 標準市議会会議規則の考えは以上であるが、各市議会の判断で、例えば当該市の職員

に対する該当規則に準じて産前産後とも８週とすることが、必ずしも否定される訳では

ないと考える。 

なお、欠席の届出方法や医師の診断書添付の要不要など具体的な手続等については、

各市議会において、要綱や規程であらかじめ定めておくことが望ましいと考えており、

本会としても今後、これらの制定状況に関する調査の実施を予定している。 

 

３． 欠席期間中の議員活動について 

いずれの欠席事由にせよ、欠席期間中の行為が、それぞれの欠席事由の趣旨に照らし、

市民の議会に対する批判を招き、また、議会に対する信頼を損なうことがあってはなら

ない。 

 とりわけ、長期に及ぶ産前産後の欠席期間を設ける趣旨は、女性議員が安心して出産

し、産後の健康を母子ともに保持できる環境を整備することにある。したがって、産前

産後の欠席期間中の議員活動やその他の行為は、その趣旨に沿ったものであることが求

められる。例えば、本会議を欠席する一方、現地視察、所属政党の会議や後援会活動へ

の参加、街頭演説などを行うことは、欠席に係る制度の必要性や信頼性を損ねることに

つながりかねないため、欠席期間中の活動や行為については、その必要性等を十分吟味

するとともに市民の批判を招くものとならないか深慮して慎重に対処する必要がある。 

 

４． 産前産後の欠席期間中の議員報酬について 

   議員の報酬の額及びその支給方法は、条例で定めることになっている（地方自治法第

２０３条第４項）。今回の規則改正とその運用に伴い、既に長期欠席議員の報酬減額条

例を制定している市議会などにおいては、出産に伴う長期欠席を議員報酬の減額対象に

追加するか否かについて、議論が提起される可能性があることに留意する必要がある。 

   なお、既に出産に伴う長期欠席を議員報酬の減額対象から除外している市議会もある

ため、本会としても今後、これに関する詳細な調査を行うことにしている。 
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浜田市議会会議規則及び浜田市議会委員会条例における 

欠席等の事由の運用に係る申し合わせ事項 

 

この申し合わせは、浜田市議会会議規則第 2条及び浜田市議会委員会条例第 14 条に規

定する会議及び委員会（以下「会議等」という。）の欠席、遅刻又は早退（以下「欠席等」

という。）の事由やその期間中の運用等について明確化し、適切に運用することを目的と

して行う。 

 

1 欠席等の事由について 

（1）「公務」のための欠席等とは、議員として派遣又は出席が必要な業務による欠席等を

いう。 

ただし、具体的にどのような事例が該当するか、議員の会議等への出席義務に優先す

るものかどうかは、個別に判断する。 

【想定される事例】 

・議員派遣（会議規則第84条）、委員派遣（委員会条例第35条） 

・一部事務組合の議会への出席 

・議会代表としての正副議長による会議等への出席 

・議長が各議長会や国等の会議出席のための出張 

等で、会議等を欠席等してでも、派遣又は出席が必要な場合 

 

（2）「疾病」のための欠席等とは、病気や怪我による療養、通院、入院による欠席等をい

う。 

 

（3）「育児、看護、介護」（以下「育児等」という。）のための欠席等については、主として

議員の家族に対する育児等による欠席等をいう。 

ただし、必ずしも家族だけに限るものではなく、その実情に応じて欠席等の事由がや

むを得ないものとして、議員の会議等への出席義務に優先するものかどうかは、個別に

判断する。 

 

（4）「配偶者の出産補助」のための欠席等については、議員の配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む）が出産する場合の入退院、出産の付添等

による欠席等とする。 

 

（5）「その他のやむを得ない事由」とは、⑴～⑷以外の事由により欠席等する場合で、そ

の事由がやむを得ないものとして認められる場合をいう。 

この場合は、その事由が議員の会議等への出席義務に優先するものかどうかを個別に

判断する。 

 

 

（素案） 資料 3-2 
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【想定される事例】 

・忌引き 

・災害 

・交通途絶 等 

【認められない事由】 

 ・所用のため 

 ・家事都合 

 ・一身上の都合 

 

2 欠席等の日数及び欠席等の期間の運用について 

（1）欠席等の日数については、議員の会議等への出席義務に優先される必要最小限度の日

数とし、事案に即して個別に判断する。 

（2）産前産後の欠席の期間の運用について、会議規則第 2 条第 2 項及び委員会条例第 14

条第 2 項の規定は、議員が出産のために会議等を欠席するとき、産前 6 週間、産後 8 週

間を欠席期間の上限として設けたものであるので、本人の意思により、この期間未満の

範囲を定めて欠席することができる。 

また、議員の意思により、分割して取得することができる。 

出産の当日は、産前の期間内に含める。 

出産が予定日より早かった場合、産前の残期間を産後に繰り越すことはできない。 

出産が予定日より遅れ、産前の欠席期間の 6 週間を超えた場合は、再度欠席届を提出

し、超えた期間についても産前休暇として扱う。 

（3）疾病のための欠席等が長期に及ぶ場合又は出産のために欠席する場合は、医師の診断

書や出産予定日証明書等の欠席等の期間を明らかにできる書類を議長に提出することと

する。 

 

3 欠席等の期間中の議員活動について 

（1）いずれの事由においても、欠席期間中の行為が、欠席事由の趣旨に照らし、市民の議

会に対する批判を招き、また、議会に対する信頼を損なうことがあってはならない。 

特に、長期に及ぶ産前産後の欠席期間を設ける趣旨は、女性議員が安心して出産し、

産後の健康を母子ともに保持できる環境を整備することにあるため、産前産後の欠席期

間中の議員活動やその他の行為は、その趣旨に沿ったものであることが求められる。例

えば、本会議等を欠席する一方、現地視察、研修受講、所属政党の会議や後援会活動への

参加、街頭演説などを行うことは、欠席に係る制度の必要性や信頼性を損ねることにつ

ながりかねないため、その必要性等を十分吟味するとともに、市民の批判を招くものと

ならないか深慮して慎重に行うこととする。 

（2）委員会及び会議規則第 107 条に規定する協議又は調整を行うための場（以下「協議等

の場」という。）については、議員は、1に定める事由により開会場所に参集することが

困難である場合は、オンラインによる方法で出席することができる。（会議規則第 108 条、

委員会条例第 12 条の 2、オンライン会議の運用に関する申し合わせ事項） 

←・どこまで詳細に規定するか。 

 ・会議等の予定よりも先に決まっていた視察や研修等

をどう考えるか。 
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4 欠席期間中の議員報酬について 

長期欠席議員の議員報酬等については、浜田市議会議員の議員報酬等の特例に関する条

例による。 

 

5 その他 

（1）協議等の場や、議員又は委員として派遣される案件を欠席等する場合も、この申し合

わせによるものとする。 

（2）この申し合わせに定めるもののほか、会議規則第 2 条及び委員会条例第 14 条に規定

する会議等の欠席等の事由に関することについて定めのない事項については、議会運営

委員会で協議し決定する。 
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○浜田市議会議員の議員報酬等の特例に関する条例 

平成25年9月27日条例第33号 

改正 令和元年12月18日条例第31号 

（趣旨） 

第1条 この条例は、市民の負託を受け、市民の代表として議会活動を行う浜

田市議会議員（以下「議員」という。）の責務に鑑み、議員が会議等を長

期間欠席し、又は議会への市民の信頼に反した場合における議員報酬及び

期末手当の支給に関し、浜田市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例（平成20年浜田市条例第36号。以下「議員報酬条例」という。）の

特例を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 会議等 浜田市議会会議規則（平成17年浜田市議会規則第1号）に規

定する会議、議員の派遣及び協議又は調整を行うための場並びに浜田市

議会委員会条例（平成17年浜田市条例第306号）に規定する常任委員会、

議会運営委員会、特別委員会及び委員の派遣をいう。 

(2) 公務上の災害等 浜田市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害

補償等に関する条例（平成17年浜田市条例第48号）に基づき認定された

公務上の災害及び通勤による災害をいう。 

（議員報酬の減額） 

第3条 議員が一の任期中において、公務上の災害等その他議長が適当と認め

る理由以外の理由により、一の定例会議（浜田市議会の会期等に関する条

例（平成30年浜田市条例第34号）第2条に定める定例日を初日として開く会

議をいう。以下同じ。）の初日からその次の定例会議の最終日（以下「2

回目の定例会議最終日」という。）までの間の全ての会議等を欠席したと

きは、当該議員の議員報酬の月額は、議員報酬条例第2条の規定にかかわら

ず、同条に規定する額に、当該議員が欠席した2回目の定例会最終日の属す

る月の翌月から起算して、次の表の左欄に掲げる当該議員が引き続き欠席

している期間の区分に応じ、同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た額とす

る。 

議員が引き続き欠席している期間の区分 割合 

1年を経過するまで 100分の80 
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1年を経過した後 100分の60 

2 前項の規定による議員報酬の減額は、当該議員が欠席した2回目の定例会

議最終日の次に会議等に出席した日の属する月までの議員報酬について適

用する。 

（期末手当の減額） 

第4条 6月1日又は12月1日（以下これらの日を「基準日」という。）におい

て、前条第1項の規定により議員報酬が減額されている議員の当該基準日に

係る期末手当の額は、議員報酬条例第4条第2項の規定にかかわらず、同項

に規定する額に当該議員の議員報酬に適用されている前条第1項の表に掲

げる割合を乗じて得た額とする。 

（議員報酬の支給停止） 

第5条 議員が刑事事件の被疑者又は被告人として逮捕、勾留その他その身体

を拘束される処分を受けたとき（当該議員が議員の資格を有する前に当該

処分を受け、それが継続しているときを含む。）は、当該議員の議員報酬

は、議員報酬条例第3条の規定にかかわらず、当該処分を受けた日（当該議

員が議員の資格を有する前に当該処分を受け、それが継続しているときは、

その資格を有した日。以下この項において同じ。）から当該処分を解かれ

た（保釈による場合を除く。）日までその月の現日数を基礎として日割り

により計算し、当該処分を受けた日の属する月からその支給を停止する。 

2 前項の規定により議員報酬の支給を停止する場合において、その月の議員

報酬の支給日が差し迫っていることにより当該支給を停止することができ

ないとき、又は既にその月の議員報酬が支給されているときは、翌月以降

の議員報酬又は期末手当から当該支給を停止すべき額を控除するものとす

る。ただし、議員の辞職その他の理由により翌月以降の議員報酬又は期末

手当から当該支給を停止すべき額を控除することができないときは、当該

控除することができないことにより生じた過払金の返還を求めないものと

する。 

（期末手当の支給停止） 

第6条 基準日において、前条第1項の規定により議員報酬の支給が停止され

ている議員の当該基準日に係る期末手当は、議員報酬条例第4条の規定にか

かわらず、その支給を停止する。 

（停止している議員報酬及び期末手当の支給） 

第7条 第5条第1項又は前条の規定により支給を停止している議員報酬及び

期末手当は、当該支給の停止の理由となった刑事事件につき公訴を提起し
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ない処分があったとき、又は当該支給の停止の理由となった刑事事件の無

罪判決（同様の効果を有する判決及び決定を含む。以下この条において同

じ。）が確定したときは、その処分又は無罪判決が確定した日の属する月

の翌月の議員報酬の支給日に支給する。当該議員が辞職等によりその資格

を失っているときも、また同様とする。 

（停止している議員報酬及び期末手当の不支給） 

第8条 第5条第1項又は第6条の規定により支給を停止している議員報酬及び

期末手当は、当該支給の停止の理由となった刑事事件につき有罪判決が確

定したときは、議員報酬条例第2条から第4条までの規定にかかわらず、支

給しない。 

（期末手当の不支給） 

第9条 基準日以前6月以内の期間において、前条の規定により議員報酬の不

支給があった議員の当該基準日に係る期末手当は、議員報酬条例第4条の規

定にかかわらず、支給しない。 

（その他） 

第10条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、議長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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浜田市議会オンライン会議の運用に関する申し合わせ事項 

（令和 4年 6月 30 日 議会運営委員会決定） 

 

１．オンラインによる方法を可能とする会議 

①常任委員会、特別委員会、議会運営委員会 

②全員協議会、政策討論会幹事会、政策討論会 

③災害等対策支援本部会議、その他協議 

 

２．オンラインによる方法での会議の開会 

次に掲げる場合にオンライン会議を開催することができる。 

①自然災害等の発生、重大な感染症の流行等により、開会する場所へ議員を参集す

ることが困難であると議長または委員長（以下、「委員長等」という）が認めると

き。 

②議員が以下のやむを得ない事由により、会議への出席が困難であると委員長が認

めるとき。 
【公務、疾病、育児、看護、介護、出産、配偶者の出産補助、その他やむを得ない事由】 

 

３．オンラインによる方法での会議参加の届出 

上記の事由によりオンラインによる方法での出席を希望する議員は、原則として、

会議開催日の前日（市の休日にあたるときは、その前日）の午前 10 時までに、オン

ライン出席とする理由及び参加する場所を明らかにして議会事務局へ届け出る。 

ただし、緊急の場合はこの限りでない。 

 

４．委員長等の参集 

オンライン会議を開会する場合は、委員長等は、円滑な議事運営を確保する観点か

ら、議会事務局職員が同席する場に参集する。なお、委員会の場合は、副委員長も参

集する。 

 

５．説明員の出席 

委員会条例第 25 条による説明員は、委員長等と同一の場所に参集してオンライン

会議に出席する。 

 

６．オンラインによる出席の確認 

議員は、あらかじめ付与されたユーザーＩＤ及びパスワードによりオンライン会議

に出席することができる。また、会議出席中は、原則音声を遮断する。 

委員長等は、開会前にオンライン出席議員の映像及び音声が正常なものかを確認す

る。開会前までに確認ができない場合、当該議員は欠席とみなす。 

 

７．オンライン出席議員の発言 

オンライン出席議員が発言する場合は、タブレット画面上に映るように挙手する。

委員長等による指名後、発言する議員自身が音声の遮断を解除し、発言する。また、

発言終了後は、音声を遮断する。 

 

８．オンライン出席議員の離席 
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オンライン出席議員は、みだりに離席（各タブレットの画面上に映らないことをい

う。）しない。離席する場合は、タブレット画面上に映るように挙手し、委員長等に申

し出る。 

 

９．オンライン出席議員の除斥 

委員長等の指示により、オンライン出席議員が除斥となる場合は、オンライン会議

から退出する。 

除斥が必要な案件の審査・調査が終了したときは、委員長等の指示により事務局職

員が、除斥となった議員へ連絡し、再度オンライン会議へ参加する。 

 

10．委員外議員の出席と発言 

委員会が説明または意見を求めた委員外議員がオンライン会議に出席する場合は、

項目３と同期日までに、オンライン出席とする理由及び参加する場所を明らかにして

議会事務局へ届け出る。 

委員外議員の出席の確認は、項目６を準用する。 

委員外議員が発言する場合は、委員外議員自身が音声の遮断を解除し、発言する。

また、発言終了後は、自身で音声を遮断する。 

委員外議員は、発言に係る議題が全て終了したときは、オンライン会議から退出す

る。 

なお、委員外議員が出席して発言の申出をする場合も、上記期日までに委員長に申

し出て、委員会で許可された場合、オンラインで出席することができる。この場合、

発言の申出は報告事項のみで 1人 1項目とし、質疑は 3回までとする（平時と同様）。 

この場合の運用は、以下のとおり。 

①委員会での許可後、会議を中断 

②事務局職員が委員外議員にユーザーＩＤ及びパスワードを送付 

③委員外議員の接続確認後、会議を再開 

④当該議題終了後、委員外議員はオンライン会議から退出 

 

11．公述人及び参考人の出席と発言 

公述人及び参考人がオンライン会議に出席する場合は、項目３と同期日までに、オ

ンライン出席とする理由及び参加する場所を明らかにして議会事務局へ届け出る。 

公述人及び参考人の出席の確認は、項目６を準用する。 

公述人及び参考人が発言する場合は、事務局職員が音声の遮断を解除する。また、

発言終了後は、事務局職員が音声を遮断する。 

公述人及び参考人は、発言に係る議題が全て終了したときは、オンライン会議から

退出する。 

 

12．紹介議員の出席と発言 

委員会が説明または意見を求めた紹介議員がオンライン会議に出席する場合は、項

目３と同期日までに、オンライン出席とする理由及び参加する場所を明らかにして議

会事務局へ届け出る。 

紹介議員の出席の確認は、項目６を準用する。 

紹介議員が発言する場合は、紹介議員自身が音声の遮断を解除し、発言する。また、

発言終了後は、自身で音声を遮断する。 

紹介議員は、発言に係る議題が全て終了したときは、オンライン会議から退出する。 
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13．動議 

オンライン出席議員は、会議規則に定める動議を提出することができる。 

オンライン出席議員が口頭もしくは文書による動議を提出する場合は、タブレット

画面上に映るように挙手する。 

オンライン出席議員が文書による動議を提出する場合は、その文書のデータを議会

事務局に送信しなければならない。 

 

14．表決及び選挙 

・表決は、オンライン出席議員の可否と会議の開催場所に出席している議員の可否

を合算し、多少を認定して行う。 

・指名推選による選挙は、オンライン会議で実施することができる。 

 

15．傍聴 

オンラインによる傍聴は、YouTube による録画配信を行っているため、原則として

行わず、会議の開催場所での傍聴のみとする。 

 

16．注意事項 

オンライン出席議員等は以下の事項に注意し、オンライン会議に出席する。 

①現にいる場所にオンライン会議出席者等以外の者を入れないよう努めること 

②会議に関係のない映像や音声が入り込まないよう努めること 

③節度ある服装でオンライン会議に出席すること 

 

17．秩序保持に関する措置 

オンライン出席議員等が、「16．注意事項」を遵守しない場合や会議の秩序を乱す

場合など委員長等の命令に従わない場合は、委員長等は、オンライン出席議員等を

会議から退出させることができる。 

 

18．議会事務局の役割 

議会事務局は、オンライン会議においてホストとなり、委員長等を補佐する。 

 

19．その他 

 ⑴ この申し合わせにない事項については、その都度議長が決定する。 

 ⑵ この申し合わせの内容は、令和 4年 6月 30 日から適用する。 

  

9



 4 / 4 

 

令和  年  月  日  

 

浜田市議会議長[○○委員長]          様 

 

浜田市議会議員 ○○ ○○  

 

オ ン ラ イ ン 会 議 出 席 届 

 

浜田市議会オンライン会議の運用に関する申し合わせ事項に基づき、○月○日の会議には、次

の理由によりオンラインでの出席を希望します。 

 

理  由 

 

 

参加場所 
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